
� IFRSをめぐる議論の特徴

国際的な会計基準をめぐる議論は、1970年代以降、長年にわたり「調和化

（Harmonization)」に関する議論として展開されてきた。ところが、2006年

以降、わが国の会計基準の設定において現実に進められているのは、国際会

計基準審議会（IASB）が公表する国際会計基準・国際財務報告基準（Inter-

national Financial Reporting Standards : 以下、IFRS）と日本基準との「統合

・収斂（Convergence : 以下、コンバージェンス)」である。さらに2009年か

らは、近い将来に起こるであろうこととして IFRSの「採用・導入（Adop-

tion : 以下、アドプション)」が議論されるようになっている。

ここに調和化とは、各国会計基準に差異が存在することをある程度は認め

つつ、これを可能な限り許容範囲に収めようとすることである。これに対し

てコンバージェンスとは、わが国の会計基準と IFRSとの差異を極力なくし、

ほぼ同一内容の会計基準とすることをいう。また、アドプションとは、日本

企業が日本の会計基準ではなく IFRSを採用することである。

IFRSと日本基準の間には、会計基準に関する基本的な考え方においてい

くつかの重要な相違点があり、そのことが、コンバージェンスやアドプショ

ンをめぐる議論を複雑なものにしている。

主たる相違点の一つは、IFRSが「原則主義（principles-based)」アプロー

チを採るのに対して、日本基準は「細則主義（rules-based)」アプローチを
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採っている点である。日本の場合、会計処理については詳細な指針が設けら

れているし、さらに税法が詳細な規定を設けている。これらに従っておれば

概ね問題は生じないというのが、これまでの日本の会計であった。ところが、

原則主義を採る IFRSの場合、詳細な実務指針は設けられない。そのため、

具体的な会計処理については公認会計士や企業の経理担当者が専門家として

判断しなければならないこととなる。日本は原則主義には馴染みにくい国で

あると考えられているから、原則主義の IFRSを採用するのは容易でないと

考えられるのである。

いま一つの重要な相違点として、IFRSが「資産負債アプローチ」を採る

のに対して、日本基準は「収益費用アプローチ」を採っている点がある。時

価評価を採用する会計の枠組みの中で資産負債アプローチを厳密に適用すれ

ば、利益とは「包括利益」となり､「当期純利益」ではない。これに対して、

わが国において顕著であるように、収益費用アプローチでは「当期純利益」

こそが重要な指標であると考えられるのである。

コンバージェンスやアドプションをめぐる議論が複雑な様相を呈している

のは、上記のような基本的考え方に相違点があるからだけではない。会計基

準がいわば政治力学の産物であることもその一因である。IFRSは概念・実

務・政治の混合の産物であるといってよい。

事例をあげてみよう。その一つは、かつての国際会計基準委員会（IASC）

が設置した戦略作業部会（1997年－1999年）における米国一国主義である｡

「2001年に IASBが発足したとき、その理事数を14名と少数に押さえ、かつ、

国・地域別人数の割り当てをしなかった。これは米国 SECの圧力によるも

のであった。国・地域別に委員の人数を割り当てる方式だと、米国が期待す

る数よりも米国の理事数が少なくなると考えられた。そのため米国としては

割り当て方式を拒否し、理事の選任について現在の方式を主張したのである。

結果として、日本の理事は１名であるのに対して、米国を含むアングロ・サ

クソン諸国の理事数が圧倒的に多い仕組みで IASBが発足することとなっ

た｣1)｡
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いま一つは、2008年９月のリーマン・ブラザーズ破綻を引き金として起こ

った直近の金融危機にあたり、金融商品の会計基準を変更した際の政治的圧

力であり、記憶に新しい。この時には、金融商品の保有区分振替えをめぐる

EUの圧力により、IASBがデュープロセスを省略するという異常事態に至

っている2)。

また、わが国の場合、コンバージェンスをめぐる議論が EU（欧州連合）

からの影響により始められたのに対し、アドプションをめぐる議論は米国か

らの影響により始められ、それらが混在しているところに、別の意味で議論

の複雑さがあるといえるのである。

加えて、金融危機以降のG20サミットでは、首脳声明で会計基準のコン

バージェンスが取り上げられるなど、いまや会計基準は会計専門家の議論を

超えた議論となっているのである。

本稿では、わが国における会計基準の国際化について、その背景と経緯を

論じ、そのことを通してコンバージェンス／アドプションの今後の方向性と

あり方に言及することにする3)。

� EU（欧州連合）による同等性評価

わが国が IASBとのコンバージェンスを強く意識させられる契機となった

のは、EUによる同等性評価であった。

EUは、2003年11月採択の「目論見書指令｣4）と2004年12月採択の「透明性

指令｣5）により、2005年１月から EU域内の上場企業の財務諸表に IFRSの適
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用を義務づけ、2009年１月からは外国企業にもこの規定を適用することとし

た。その結果、日本基準が IFRSと同等と認められなければ、EUで資金調

達しようとする日本企業が EU市場からの撤退を余儀なくされる恐れがあっ

たのである。

EUの指示を受けた欧州証券規制当局委員会（CESR）は、2005年６月、

日本・米国・カナダの各会計基準の同等性評価について、ECに対する技術

的助言を公表した6)。CESRは、日本の会計基準について全体として同等と

しつつも、26項目の差異を指摘し、差異を排除するよう求めた。これに対し

て、同等性評価を得ようとする日本がこの差異の解消に向けて努力し、2007

年８月の「東京合意」に至ったのである。

2007年12月、CESRは「中国、日本、米国の会計基準の同等性に関する

CESRの助言案」を公表し、2008年３月に助言案として確定した7)。CESR

は、従来は個別基準の差異に着目していたが、この助言案ではコンバージェ

ンスに向けた取り組み状況など全体としての同等性を評価する方針に転換し

た。その結果､「東京合意」で提示された目標に向けて予定表どおりに対応

していないことを示す適切な証拠がない限り、日本基準を同等と考えるべき

であるとする勧告案を提案したのである。

こうした流れの中で、EC（欧州委員会）は2008年６月11日､「目論見書指

令施行に関する規則改正案」および「透明性指令施行に関する決定案」を公

表し、2009年以降も日本基準を EU域内市場において受け入れることが適当
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という提案をした8)｡ そして2008年10月７日、欧州議会・経済通貨委員会は

EC案の討議・議決を行い、その決定案を支持した。

これを受けて、2008年12月12日、ECは日本と米国の会計基準を IFRSと

同等と認めた。これにより、EUに上場する日本企業は引き続き日本基準に

準拠した財務諸表を使用することができることとなった。なお、中国、カナ

ダ、韓国、インドの会計基準については2011年までに状況を見直すことを条

件に、同等と認めている9)。

企業会計基準委員会（ASBJ）は2008年12月26日に「東京合意に掲げた短

期コンバージェンス項目の終了にあたって」を公表した。これにより、日本

基準に対する EUの同等性評価問題は一段落したのであるが、中長期項目に

ついては今後の作業に待つわけであり、コンバージェンスそのものが完結し

たわけではないことに留意しなければならない。

� 米国における IFRSの容認動向

他方、米国の動向は日本にとってさらに衝撃的であったと言ってよい。米

国財務会計基準審議会（FASB）は2002年９月の「ノーウォーク合意」によ

り IASBと共同歩調を始めた10)。両者は、①比較的簡単に統合できる項目に

ついて短期的に統合する、②2005年１月時点で残っている差異については共

同で統合化を図る、③会計基準の解釈指針を作成する委員会についても活動

の統合化を図る、といった点について合意した。この合意は、一国主義を採

ってきた米国としては異例に思われた出来事であった。

さらに、2005年４月には SECと EUが「ロードマップ」に関する合意に
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到達している。これは FASBと IASBによる会計基準の統合を期待し、米国

に上場する外国企業が IFRSによって作成する財務諸表について2009年まで

に差異調整表を不要にするというものであった。

これを受けて FASBと IASBは、2006年２月、その時点での差異のうち

2008年までに完成すべき項目について合意し､「覚書｣（MOU）を公表した。

MOUでは短期統合化項目とその他の統合化項目に分け、検討内容と達成目

標が示された。その後、MOUは2008年９月に更新されている。

こうした展開の中で、SECは2007年12月、IFRSによる財務諸表を作成す

る外国企業に対して2007年11月15日より後に始まる会計年度から差異調整表

の作成を要求しないことを決定した11)。

SECは2007年８月にコンセプトリリースを公表し、米国企業に IFRSの使

用を認めることについても提案し、検討を進めることとした12)。そして2008

年11月14日、SECは IFRSの段階的適用に関するロードマップ案を公表する

に至った。日本としてもこの動きに対応してアドプションの検討を開始した

という点で、このコンセプトリリースとロードマップ案の公表は、日本に対

して極めて大きな影響を与えることとなった。

ロードマップ案によると、2014年から大規模早期適用企業が、2015年から

早期適用企業が、2016年から早期適用企業以外の企業が IFRSを適用するこ

とになる。

IFRSの使用を義務づけるかどうかについては2011年に決定するとされて

いる13）決定に際しては、IFRSの基準内容の改善、投資家や会計士等の教育

平 松 一 夫6

11）Securities and Exchange Commission, “Acceptance from Foreign Private Issuers of

Financial Statements prepared in accordance with International Financial Reporting

Standards without Reconciliation to U.S. GAAP,” December 21, 2007.

12）Securities and Exchange Commission, “Concept Release on allowing U.S. Issuers to pre-

pare Financial Statements in accordance with International Financial Reporting Stan-

dards,” Augut 7, 2007.

13）Speech by SEC Staff : Opening Remarks before the Commission Open Meeting by Conrad

Hewitt, Chief Accountant, Office of Chief Accountant, John White, Director, Division of

Corporation Finance, Paul Dudek, Chief, Office of International Corporation Finance, U.S.

Securities and Exchange Commission, August 27, 2008. http: // www.sec.gov / news /



・訓練、IASCF（国際会計基準委員会財団）のガバナンス・資金調達等の進

捗状況を勘案するとされている。そして、一定の要件を満たした一部の米国

企業に2009年12月期からの選択適用を認めること、各産業の時価総額上位20

位（外国企業含む）の大半が IFRSを使用している産業で、かつ、その産業

で20位以内の企業であること、企業が SECに上記要件に合致していること

を説明し異論がない旨のレターを入手することなどを適用の条件としている。

また、選択適用にあたり、米国基準への数値調整（監査不要）を公表するこ

ととしている。

さらに2010年２月24日、SECは「グローバル会計基準に関する声明」を

発表した14)。この声明では、単一の質の高い国際的に受け入れ可能な会計基

準に向けた IASBと FASBのコンバージェンスへの努力を奨励するとしてい

る。他方で、IFRSの適用時期をこれまでより１年遅い2015年とすることや、

これまで想定していた任意の早期適用を認めないなど、若干の変更が加えら

れている。

このように、意外ともいえる米国の政策転換によって、日本は大きな影響

を受けた。米国に追随する形で、わが国においても直ちに国際会計基準導入

論議が始められたのである。

� IFRSをめぐる最近のわが国の動き

1．コンバージェンス以前のわが国の姿勢

2006年以降、わが国でコンバージェンスが論じられるようになったが、そ

れ以前、わが国では必ずしも IFRSについて前向きに検討されてきたわけで

はなかった。

2004年４月19日、日本経済団体連合会は、欧州産業連盟（UNICE）と

「国際会計基準に関する共同声明（ Joint Statement on International Account-
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ing Standards)」を公表した15) この時期、IASBの存在感が増し、その影響が

日本にも波及していた。そこで、経済界も IASBの活動に積極的に貢献する

としながらも、経済界として IFRSについて次のような懸念を表明している。

まず、会計基準に関する基本的概念については、IFRSが現行基準の基本

的概念を大幅に変更するものであるがニーズに裏打ちされていないこと、特

に「業績報告（包括利益報告)｣､「金融商品の全面時価評価｣､「退職給付会

計の見直し」で IASBに全面時価主義を採用する意図があることから、経済

界は断固としてこれに反対するとしたのである。

次に IASBのガバナンスの改善については、IASC財団の見直しが必要で

あると指摘し、コメントに沿った形で定款変更が行われることを要望してい

る。

さらに、会計基準の相互承認の必要性について言及し、財務諸表の比較可

能性を確保するために会計基準のコンバージェンスには全面的に賛成である

が、2005年までの短期間にこれを達成することは困難であることから、コン

バージェンスを達成する前の中間的段階として相互承認の実現に向けて協力

すると述べているのである。

他方、経済産業省では、2004年６月10日に「企業会計の国際対応に関する

研究会・中間報告」を公表した16)。その中で、当面の重要目標として、日本

の会計基準は IFRSと同等と考えられることから（特に EUと）相互承認す

べしとし、レジェンド問題の解消を訴えている。また、長期的目標としては、

国際的コンバージェンスに向けた努力と課題に言及し、日本の積極的参加が

重要であるとしている。

経済産業省は、この報告書の英語版を作成し17)、2004年11月には欧州で
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CESR（欧州証券規制当局委員会）や UKFSA（英国金融庁）に説明すると

ともに、2005年３月には日本で EU域内市場局長ライト氏と懇談するなどし、

特に日本の経済界などの立場について EUの理解を深めるために努力してい

る。

こうした動きの中で、財務会計基準機構は、2004年10月12日、ASBJ と

IASBが会計基準のコンバージェンスを最終目標として現行基準の差異を可

能な限り縮小する共同プロジェクトの立ち上げに向けて協議を開始した。

2005年３月９日・10日には初会合を開き、着手しやすい５項目から検討す

るという方針の下で、棚卸資産の評価基準（IAS 2)、セグメント情報（IAS

14)、関連当事者の開示（IAS 24)、在外子会社の会計基準の統一（IAS 27)、

投資不動産（IAS 40）などについて協議を始めた。

マスコミもこうした動向に関心を寄せた。例えば『日本経済新聞』は「会

計基準委、棚卸し資産の評価基準、低価法に統一検討｣（2005年３月12日)､

「トウィーディー議長に聞く／会計基準共通化の加速期待｣（2005年３月16

日）などと報じている。

2．コンバージェンスに向けた態度の変化

2005年、EUの同等性評価がなされることとなり、わが国の態度がコンバ

ージェンスに向けて一変することとなった。その端緒となつたのは経済界の

態度変化であり、次いで政府もコンバージェンスに向けて舵の方向を切り替

えた。

（１）コンバージェンスに向けた閣議決定

コンバージェンスに2006年６月20日、日本経済団体連合会は「会計基準の

統合（コンバージェンス）を加速化し、欧米との相互承認を求める」という

文書を公表した。これに呼応するかのように、その直後の2006年７月７日に

は､「経済財政運営と構造改革の基本方針2006」の閣議決定がなされた。

その第２章「成長力・競争力を強化する取組」では、民の力を引き出す制

度とルールの取組規制改革等を通じ、民間活力を十分引き出すと同時に、公
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正で透明な市場を確立し、市場活力の維持と向上を図るとした上で、会計制

度について､「四半期報告制度を円滑に実施するとともに、平成21年に向け

た国際的な動向を踏まえ、会計基準の国際的な収斂の推進を図る」こととさ

れた。

ちなみに、この閣議決定では、合わせて、公認会計士監査の強化に向けた

方策について平成18年内を目途に検討を行うことや、会社法・金融商品取引

法における内部統制に関する制度の円滑な実施を図るとともに、その実施状

況も踏まえ、企業のガバナンス強化に向けた環境整備に取り組むことも盛り

込まれた。

（２）コンバージェンスに向けたロードマップ

政府のこうした方針を反映して、2006年７月31日、企業会計審議会・企画

調整部会は､「会計基準のコンバージェンスに向けて」という意見書を公表

した。企業会計審議会がコンバージェンスの方針を明らかにしたのはこれが

初めてである。

企業会計審議会から EUの同等性評価等を視野に入れた計画的な対応が提

言されたことを踏まえて、ASBJは2006年10月12日に「我が国会計基準の開

発に関するプロジェクト計画について EUによる同等性評価等を視野に

入れたコンバージェンスへの取組み 」を公表した。そして、2007年８月

８日、ASBJと IASBは「会計基準のコンバージェンスの加速化に向けた取

組みへの合意」を公表した。これが「東京合意」である。

東京合意では、日本基準と IFRSの間の重要な差異（同等性評価に関連し

て2005年７月に CESRにより指摘された差異）を2008年までに解消し、残

りの差異については2011年６月30日までの解消を図るとされた。さらに、

ASBJは東京合意を踏まえて2007年12月６日にプロジェクト計画表（コンバ

ージェンス関連項目）を公表し、これに基づき高品質の会計基準への国際的

なコンバージェンスに向けて着実に取組みを進めていくことを宣言した。プ

ロジェクト計画表にはその後も改訂が加えられている。

こうして2008年12月26日には、先述のように、ASBJが「東京合意に掲げ
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た短期コンバージェンス項目の終了にあたって」を公表したのである。

3．アドプションに向けた態度の変化

このように、IFRSとのコンバージェンスに向けて着実な歩みを見せ、EU

の同等性評価についてのひとまずの決着を見たわが国の会計基準であるが、

先述のように米国が2008年８月27日にアドプションの可能性を示唆し、11月

14日にこれを公表したことで、新たな局面に突入することとなった。

2008年７月31日、９月17日には「我が国企業会計のあり方に関する意見交

換会」が開催され、連結先行について合意するとともに、IFRSの採用につ

いて検討を開始した。2008年９月４日の『日本経済新聞』は､「日本、国際

会計基準導入へ」という大見出しのもとで、日本経済団体連合会、日本公認

会計士協会、金融庁などが IFRS導入に向けた検討に入ったと報じている。

続く９月18日には「来月以降に会計審」との見出しで、金融庁・企業会計審

議会でも議論することが報じられた。

この間、日本経済団体連合会は、2008年10月14日に「会計基準の国際的な

統一化へのわが国の対応」という文書を公表し、アドプションを支持する姿

勢を鮮明にした。そして、企業会計審議会が2008年10月23日に開催され、引

き続き、アドプションに向けた審議会が数回にわたり開催されることとなっ

た。

そして、2009年２月４日、審議会における議論は「我が国における国際会

計基準の取扱いについて (中間報告) (案)」として提示され、コメントを求

めることとされた。そして、2009年６月30日、企業会計審議会は「我が国に

おける国際会計基準の取扱いに関する意見書 (中間報告)」を公表するに至

った。

その中で、IFRSを上場会社の連結財務諸表にまず先行して適用するとい

う、いわゆる「連結先行論」の考え方が示された。また、IFRSの適用時期

については、2010年３月期から一部の企業に IFRSの任意適用を認めること、

2012年を目途として IFRSの適用について判断し、適用する場合には2015年
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または2016年から上場会社の連結財務諸表に IFRSを強制適用するという方

向が示された。

� 金融危機と会計基準

さて、会計基準をめぐるコンバージェンス・アドプションの議論は、会計

基準設定主体による議論に留まらず、各国政府による議論としても展開され

ている。その契機となったのは、2008年９月15日に起きたリーマン・ブラザ

ーズ社の破綻であった。これは金融界だけでなく、実体経済にも影響を及ぼ

すとともに、当然のように会計基準に対しても深刻な影響を及ぼすこととな

った。

1．金融危機による金融商品会計基準の改定

2008年９月30日には、米国 SECと FASBが公正価値測定に関する指針を

公表した。そこでは、市場が活発でない場合の公正価値評価などにおいて、

従来の公正価値評価とは異なる扱いをすることを認めるなどとされている18)。

続いて10月３日には、緊急経済安定化法（Emergency Economic Stabilazation

Act of 2008）が可決された。その第133条では、財務会計基準書第157号で求

められている時価会計（mark-to-market accounting）について研究すること

や、FASBの基準設定プロセスについても研究することが求められている。

米国の動きを受けるとともに、EUの圧力もあり、IASBは2008年10月13

日、金融商品の保有区分の振り替えを認めるなど、IAS第37号と IFRS第７

号を改訂することを決めた。それもデュープロセスを省略しての決定であっ

た。

わが国では、10月28日、企業会計基準委員会が実務対応報告第25号「金融

商品の時価の算定に関する実務上の取扱い」を公表するなど、国際動向を見
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据えた対応を開始した。また同日､「債券の保有目的区分の変更に関する論

点の整理」を公表し、稀な状況において債券の保有目的区分の変更を認める

ことについてコメントを募集することとした。そして2008年12月５日には実

務対応報告第26号「債券の保有目的区分の変更に関する当面の取扱い」を公

表した。ASBJは、一連の対応により、巷間いわれるような時価評価の凍結

を決めたわけではない。評価については会計基準そのものを改訂したのでは

なく、現行基準の内容についての理解を確認したのである。保有区分の変更

により時価評価の「凍結」と同様の効果をもつ部分が生じることは否めない

し、遡及適用が認められるなど変則的な取り扱いもあるが、特例はあくまで

緊急事態対応であることを明確にしようと、懸命の姿勢が見られたのは確か

なことである。また、ASBJはこうした緊急対応においてもデュープロセス

をおろそかにしない姿勢を示した。

今回の金融危機に際してみられた会計基準の改定劇は、会計基準が政治的

状況に翻弄される姿を改めて浮き彫りにしたといえよう。もとより、会計基

準を政治状況だけで変更してよいわけがない。したがって、今回の措置はあ

くまで異常事態のもとでの緊急対応として位置づける必要がある。その上で、

従来は想定されていなかったために今回明らかになった会計基準の不備につ

いては、正式にこれを見直すことが肝要であると思われる。

2．サミット首脳声明における会計基準の議論

（１）G20ワシントン・サミット

2008年11月15日、G20ワシントン・サミットで「金融市場・世界経済に関

する首脳宣言」が採択された19)。その中で、閣僚及び専門家に対して、緊急

時に、特に複雑な証券についてグローバルな会計基準を見直し、調整するこ

とを指示した。また､「改革のための原則を実行するための行動計画」とし

て、①透明性及び説明責任の強化、②健全な規制の拡大、③金融市場におけ
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る公正性の促進、④国際連携の強化、⑤国際金融機関の改革を行うことを述

べている。

そのうち「透明性及び説明責任の強化」では、2009年３月31日までの当面

の措置として、次のことを要請し、財務大臣は、規制当局、拡大された金融

安定化フォーラム、及びその他関連機関の分析に基づき、これらの提言の適

切性を評価するとしている。

① 世界の主要な会計基準設定主体は、特に市場の混乱時における、複雑な

流動性のない商品の価格評価も考慮に入れて、証券の価格評価のガイダン

スを強化するための作業を行う。

② 会計基準設定主体は非連結特別目的会社のための会計及び開示の基準に

関する脆弱性に対処するための作業を大きく進展させる。

③ 規制当局及び会計基準設定主体は、市場参加者に対する、金融機関によ

る複雑な金融商品の義務的開示を強化する。

④ 金融の安定を促進する観点から、特に透明性、説明責任、及びこの独立

主体と関係当局との適切な関係を確保するために、その構成員の見直しを

含め、国際会計基準設定主体のガバナンスを更に強化する。

⑤ 私募ファンド及び・あるいはヘッジファンドに関するベスト・プラクテ

ィスを既に策定している民間団体は、一連の統一されたベスト・プラクテ

ィスの提案を提示する。

また、中期的措置として次のように述べている。

① 世界の主要な会計基準設定主体は、単一の、質の高い国際基準を創設す

ることを目的に、精力的に作業を行う。

② 規制当局、監督当局及び会計基準設定主体は、状況に応じ、質の高い会

計基準の一貫した適用及び実施を確保するため、相互に、また民間セクタ

ーと継続的に協力して作業をする。

③ 金融機関は、必要に応じて、国際的なベスト・プラクティスに基づいて、

財務報告において、リスク開示を強化するとともに、すべての損失を継続

的に開示する。規制当局は、金融機関の財務諸表が、金融機関の活動（非
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連結の活動を含む）を完全、正確かつ適時に反映すること、また、財務諸

表が、一貫して定期的に報告されることを確保するよう努める。

（２）G20ロンドン・サミット

2009年４月２日、ロンドン・サミットで「回復と改革のためのグローバル

・プラン」という首脳声明が出された20)。その中の「金融監督及び規制の強

化」において会計基準設定主体にふれ、会計基準設定主体に対し、評価及び

引当てに関する基準を改善し、単一の質の高いグローバルな会計基準を実現

するため、監督当局及び規制当局と緊急に協働することを求める｡」として

いる。

サミット付属文書である「金融システムの強化に関する宣言」では、次の

ように述べられている。

① 我々は、公正価値会計の枠組みを再確認しつつ、会計基準設定主体が、

流動性及び投資家の保有期間を踏まえ、金融商品の価格評価の基準を改善

すべきであることに合意した。

② 我々はまた、会計事項に対処する景気循環増幅効果に関する金融安定化

フォーラム (FSF) の提言を歓迎する｡ 我々は､ 会計基準設定主体が､ 2009

年末までに以下のための措置を採るべきであることに合意した。

・金融商品の会計基準に関する複雑性を低減する。

・より広範な信用情報を取り込むことで、貸倒引当金に関する会計上の認

識を強化する。

・引当、オフバランス・エクスポージャー及び評価の不確実性について、

会計基準を改善する。

・監督当局とともに価格評価基準の適用における明瞭性及び整合性を国際

的に実現する。

・単一の質の高いグローバルな会計基準に向けた重要な進捗をもたらす。
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・独立した会計基準設定プロセスの枠組み内において、国際会計基準審議

会の定款の見直しを通じ、健全性規制当局及び新興市場国を含む利害関

係者の関与を改善する。

（３）G20ピッツバーグ・サミット

2009年９月25日のG20ピッツバーグ・サミットの首脳声明では､「国際金

融規制体制の強化」の中で次のように述べられている21)。

「我々は、国際会計基準設定主体に対し、その独立した基準設定プロセス

の枠内において、単一の質の高い世界的な会計基準を実現するための努力を

倍増すること、そして2011年６月までに収れんプロジェクトを完了すること

を求める。国際会計基準審議会（IASB）の制度的枠組みは、様々な利害関

係者の関与をさらに向上すべきである｡」

このように、金融危機を契機に開催されてきたG20では、世界の合意と

して会計基準のコンバージェンスを推進すること、および、IASBのガバナ

ンスを強化することが盛り込まれている。わが国もこのサミット参加国とし

て、これらの申し合わせにコミットする責任を負うことになる。

� わが国会計基準のあり方

わが国ではいま、会計基準のコンバージェンスとアドプションをめぐる２

つの議論が同時進行で行われている。今後はアドプションを視野に入れた議

論がより広範に行われるようになるであろう。わが国の場合、これらの議論

が諸外国の影響によって進展してきたという経緯がある。しかも、IFRSと

わが国の会計基準には基本的な考え方に相違があるため、コンバージェンス

にしてもアドプションにしても容易ではないという事情がある。加えて、こ

のところの金融危機もあり、会計基準の設定が政治の影響下におかれている

ことも、わが国の対応を困難なものにしているのである。
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そのような状況にあって、わが国の会計基準のあり方についてどのように

考えるのがいいのであろうか。この点について私見を述べて本稿の結びとす

る。

まず、IFRSのアドプションについてである。すでにわが国としても方向

性を示したところであるが、上場企業の連結財務諸表に IFRSをアドプショ

ンして適用することについては、これから逆戻りすることは許されないであ

ろう。その場合、IFRSの翻訳が重要な課題の一つとなる。次々と公表され

る IFRSを日本語に翻訳するのは容易でないが、これなくしてわが国へのア

ドプションはできない。また、IFRSは原則主義の考え方を採っているので、

細則主義に親しんできたわが国で、実務上どのようにこれに対応するかが重

大な課題となる。それには理解と教育が肝要である。

上場企業の連結財務諸表以外の個別財務諸表については開示を不要とする

のが適切であると考える。また、税金・配当目的に必要とされる個別財務諸

表は、欧州の一部の国で行われているように自国基準（すなわち日本基準）

で作成することをするのがよい。その際、後入先出法、工事完成基準、持分

プーリング法などを容認すること、および、退職給付、減損などの会計基準

について簡便法の適用を認めることが肝要である。もっとも、国税当局が大

幅な申告調整を認めるのであれば、そのような配慮が必要でなくなることも

ありうる。また、｢中小企業の会計に関する指針｣ については、ASBJが中心

となってこれを会計基準として作成するのが適切であると考える。要は、欧

米に振り回されず、日本に適した基準を開発することと、基準開発能力を維

持しておくことが重要なのである。

IFRSをアドプションするにあたり、人材育成も大きな課題である。その

教育の内容については、今後、国際会計士連盟・国際会計教育基準審議会の

国際教育基準（IES）が注目されるようになるであろう。そして、短期的に

は、監査法人や企業で IFRSに対応できる人材を急遽育成することが求めら

れる。また、会計教育研修機構や会計大学院が教育面で果たすべき役割は大

きいと考えられる。
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中・長期的には、国際的に通用する会計人育成のためにも会計士試験制度

の改革が必須である。会計倫理や国際性を重視する会計人育成の風土が醸成

されなければ、日本の会計は世界から尊敬されないといってよい。すべては

人に依存する。その意味で、今後日本が会計分野で世界に貢献し続けるには、

人材育成についてしっかりとした戦略をもつことがもっとも重要であると考

えるものである。

（筆者は関西学院大学商学部教授）
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